
【表紙】

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成23年８月11日

【四半期会計期間】 第12期第１四半期（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

【会社名】 株式会社テクノマセマティカル

【英訳名】 Techno Mathematical Co.,Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　田中　正文

【本店の所在の場所】 東京都品川区北品川四丁目７番35号

【電話番号】 03-5798-3636

【事務連絡者氏名】 取締役副社長　　出口　眞規子

【最寄りの連絡場所】 東京都品川区北品川四丁目７番35号

【電話番号】 03-5798-3636

【事務連絡者氏名】 取締役副社長　　出口　眞規子

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

EDINET提出書類

株式会社テクノマセマティカル(E05445)

四半期報告書

 1/14



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第11期
第１四半期
累計期間

第12期
第１四半期
累計期間

第11期

会計期間
自平成22年４月１日
至平成22年６月30日

自平成23年４月１日
至平成23年６月30日

自平成22年４月１日
至平成23年３月31日

売上高（千円） 70,959 122,135 655,095

経常損失（千円） △146,949 △65,211 △208,588

四半期（当期）純損失（千円） △155,221 △66,573 △262,565

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － －

資本金（千円） 1,998,055 2,012,055 2,012,055

発行済株式総数（株） 25,076 25,426 25,426

純資産額（千円） 3,190,079 3,044,160 3,110,734

総資産額（千円） 3,280,078 3,119,685 3,252,048

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（円）
△6,190.04 △2,618.34 △10,426.14

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

１株当たり配当額（円） － － －

自己資本比率（％） 97.3 97.6 95.7

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

　２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四

半期（当期）純損失であるため、記載しておりません。

　

２【事業の内容】

　当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

当社は、平成20年３月期以降前事業年度にいたるまで、４事業年度連続で最終損失を計上、営業キャッシュ・フロー

もマイナスが続いております。このため、継続企業の前提に関する重要事象等が存在している可能性があります。

しかしながら、財務面におきましては、前事業年度末での現預金残高は2,882百万円、自己資本比率も95.7％と、いず

れも高い水準にあります。また、損益面におきましては、前事業年度は４事業年度ぶりに売上高が６億円台に回復し、

赤字幅が縮小した上、当第１四半期におきましても、損益状況は改善傾向を示しております。今後も引き続き新技術の

開発と営業活動の強化を推し進めるとともに、前事業年度末に実施した希望退職者募集による人件費削減効果のほか

不要不急な経費の圧縮等に注力し、損益状況のさらなる改善、黒字化を図ってまいります。

従いまして、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないと判断しており、財務諸表の注記には記載し

ておりません。

　

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。　

　（１）業績の状況

　当第１四半期累計期間（平成23年４月１日～平成23年６月30日）における我が国経済は、東日本大震災による生

産および消費の低迷から比較的短期間で脱却する動きを見せたものの、放射性物質飛散の影響や電力の安定供給へ

の不安を残したまま推移しました。

　このような中、当社の主要顧客業界である電子機器関連業界は、新興国向けに機能・性能を絞った製品の開発を進

める一方、競争力の源泉である優れたアルゴリズムを用いた映像・画像・音声の圧縮伸張技術を追求し続けており

ます。

　具体的には、携帯型端末においてはワンセグ機能に加え、より高画質、大画面の方向に向かっていることから、映像

・画像の圧縮伸張コア技術であるビデオコーデックにおける優れたアルゴリズムを市場が求めております。また、

デジタル情報家電においても、高画質化に加え高音質化が求められており、低消費電力と合わせてそれらを実現す

るオーディオコーデックが期待されてきております。さらに、動画像の配信分野においても、低ビット・レートでも

高画質、高音質、低遅延を実現する圧縮伸張技術が必要不可欠のものとなっております。

　このような中、DMNAアルゴリズムを用いて高画質、高音質、低遅延はもちろん、地球環境にやさしい省エネルギーな

グリーン製品群を提供している当社は、国際標準規格に基づく圧縮伸張ソリューションの機能強化ならびに受注活

動を行うとともに、独自規格のオリジナル・コーデックやフレーム補間技術などをさらに市場投入すべく営業努力

を重ねてまいりました。

　当期間における当社技術の主な採用実績としましては、アミューズメント向けにワンセグ・メディアエンジンが

量産ライセンスとして採用されたほか、エリアワンセグ向けミドルウェアが試作・評価ライセンスとして採用され

ました。このほか、画像エンジンチップ関連やプリンタヘッド変換基板の受託案件を獲得しました。

　一方、費用・損益面では、売上高に回復はみられたものの販管費などのコストを賄うことができず、損失を計上す

ることとなりました。

　なお、当社の売上高は、主要顧客の決算期末（主として９月と３月）に集中する傾向がある一方、販管費等のコス

トは、各四半期とも大幅な変動はない、という特徴を有しております。

　以上の結果、当第１四半期累計期間の売上高は122百万円（前年同期比72.1％増）となり、経常損失65百万円（前

年同期は経常損失146百万円）、四半期純損失66百万円（前年同期は四半期純損失155百万円）となりました。

　

　部門別の業績は、次のとおりであります。

（ソフトウェアライセンス事業）

営業活動におきましては、単体IPでのライセンス販売から複数IPをモジュール化してのライセンス販売に力をい

れました。

主要な案件としましては、ワンセグ・メディアエンジンがアミューズメント向けに量産ライセンスとして採用さ

れました。また、エリアワンセグ向けミドルウェアが試作・評価ライセンスとして採用されました。

以上の結果、当第１四半期累計期間の売上高は47百万円となりました。

　

（ハードウェアライセンス事業）

　営業活動におきましては、超解像技術、HD技術を中心にライセンス販売活動、受託活動を展開しました。
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　主要な案件としましては、画像エンジンチップ関連やプリンタヘッド変換基板の受託案件を獲得しました。また、

ランニング・ロイヤルティも売上に貢献しました。

　以上の結果、当第１四半期累計期間の売上高は74百万円となりました。

　

（単機能LSI事業）

　超解像＋スケーラLSIとH.264LSIの販売活動を展開しました。特にH.264LSIは準汎用ボード化による販路開拓を進

めましたが、案件成約には至りませんでした。

　以上の結果、当第１四半期累計期間の売上高はありませんでした。

　

（２）財政状態

　当第１四半期会計期間末における総資産は、売掛金の減少などにより前期末より132百万円減少し、3,119百万円と

なりました。負債は、未払金の減少などにより前期末より65百万円減少し75百万円となり、純資産は、四半期純損失

の計上により前期末から66百万円減の3,044百万円となりましたが、自己資本比率は、97.6％と高い水準を維持して

おります。 

　　

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

　（４）研究開発活動

　　当第１四半期累計期間における研究開発活動の金額は、98百万円であります。

 　なお、当第１四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　

　（５）従業員数

業務の効率化を図るため、平成23年３月を募集期間として、神戸テクノロジーセンターにおいて希望退職者の募

集を実施しました。これに伴い、当第１四半期会計期間末において、当社の従業員数は、前事業年度末より11人減少

し64人となっております。

　なお、従業員数は就業人員数であります。

　

　（６）主要な設備

　　平成23年６月において、札幌テクノロジーセンターを閉鎖しました。

　

　（７）経営者の問題認識と今後の方針について

　品質を第一とする開発方針を徹底することはもちろん、営業活動及び開発日程の管理を強化していくことにより、

売上案件の受注確度を向上させるとともに応用システム分野（ソリューション分野）の本格的開拓を推進します。

高解像度、高速処理、低消費電力、低遅延など、ビデオ、オーディオのデータ圧縮技術もより高度なものが求められて

きております。当社は、市場の要求技術を常にリードしながら当社の技術及び応用システムが普及する戦略を駆使

し、また事業上関連する企業との協業も視野に入れて、売上高の増加を図ってまいります。

　

（８）重要事象等について

当社は、平成20年３月期以降前事業年度にいたるまで、４事業年度連続で最終損失を計上、営業キャッシュ・フ

ローもマイナスが続いております。このため、継続企業の前提に関する重要事象等が存在している可能性がありま

す。

しかしながら、財務面におきましては、前事業年度末での現預金残高は2,882百万円、自己資本比率も95.7％と、い

ずれも高い水準にあります。また、損益面におきましては、前事業年度は４事業年度ぶりに売上高が６億円台に回復

し、赤字幅が縮小した上、当第１四半期におきましても、損益状況は改善傾向を示しております。今後も引き続き新

技術の開発と営業活動の強化を推し進めるとともに、前事業年度末に実施した希望退職者募集による人件費削減効

果のほか不要不急な経費の圧縮等に注力し、損益状況のさらなる改善、黒字化を図ってまいります。

従いまして、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないと判断しており、財務諸表の注記には記載

しておりません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 76,800

計 76,800

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成23年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年８月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 25,426 25,426
東京証券取引所

（マザーズ）
（注）１　

計 25,426 25,426 － －

（注）１．当社は単元株制度は採用しておりません。

      ２．「提出日現在発行数」欄には、平成23年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（千円）

資本金
残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

 平成23年４月１日～

 平成23年６月30日
－ 25,426 － 2,012,055 － 2,141,055

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　　　　　　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成23年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

 平成23年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 　普通株式 25,426 25,426 －

発行済株式総数 25,426 － －

総株主の議決権 － 25,426 －

 

②【自己株式等】

該当事項はありません。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。　

 

EDINET提出書類

株式会社テクノマセマティカル(E05445)

四半期報告書

 6/14



第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期会計期間（平成23年４月１日から平成23

年６月30日まで）及び当第１四半期累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期財務諸

表について、監査法人和宏事務所による四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社はありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期会計期間
(平成23年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,882,373 2,868,835

売掛金 221,379 93,575

商品及び製品 1,140 1,140

仕掛品 479 3,079

その他 14,549 29,520

流動資産合計 3,119,922 2,996,151

固定資産

有形固定資産 45,602 39,172

無形固定資産 13,319 11,960

投資その他の資産 73,204 72,401

固定資産合計 132,126 123,534

資産合計 3,252,048 3,119,685

負債の部

流動負債

買掛金 1,197 －

未払法人税等 7,777 1,809

引当金 27,867 15,588

資産除去債務 1,049 －

その他 96,114 50,799

流動負債合計 134,005 68,197

固定負債

資産除去債務 7,308 7,327

固定負債合計 7,308 7,327

負債合計 141,314 75,524

純資産の部

株主資本

資本金 2,012,055 2,012,055

資本剰余金 2,141,055 2,141,055

利益剰余金 △1,042,376 △1,108,949

株主資本合計 3,110,734 3,044,160

純資産合計 3,110,734 3,044,160

負債純資産合計 3,252,048 3,119,685
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（２）【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

売上高 70,959 122,135

売上原価 18,217 18,758

売上総利益 52,742 103,377

販売費及び一般管理費 201,635 168,851

営業損失（△） △148,893 △65,474

営業外収益

受取利息 1,983 623

その他 153 107

営業外収益合計 2,137 731

営業外費用

債権売却損 － 331

為替差損 193 136

営業外費用合計 193 467

経常損失（△） △146,949 △65,211

特別損失

固定資産廃棄損 － 471

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 7,301 －

特別損失合計 7,301 471

税引前四半期純損失（△） △154,251 △65,682

法人税、住民税及び事業税 970 891

法人税等合計 970 891

四半期純損失（△） △155,221 △66,573
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【追加情報】

当第１四半期累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

　当第１四半期会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。
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【注記事項】

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書及び前第１四半期累計期間に係る四半期キャッ

シュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定

資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

　
前第１四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

減価償却費 10,269千円 7,317百万円

　

（株主資本等関係）

　前第１四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）及び当第１四半期累計期間（自　平成23年

４月１日　至　平成23年６月30日）

　該当事項はありません。

 

（持分法損益等）

　前第１四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）及び当第１四半期累計期間（自　平成23年

４月１日　至　平成23年６月30日）

　該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

　当第１四半期会計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）　

　該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　前第１四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）及び当第１四半期累計期間（自　平成23

年４月１日　至　平成23年６月30日）

　当社は、単一セグメントであるため、記載を省略しております。　

　

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第１四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額（円） △6,190.04 △2,618.34

（算定上の基礎）   

四半期純損失金額（千円） △155,221 △66,573

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失金額（千円） △155,221 △66,573

普通株式の期中平均株式数（株） 25,076 25,426

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前事業年度末から重要な変動があった

ものの概要

－ －

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失金額であるため記載しておりません。　

　

（重要な後発事象）

  該当事項はありません。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社テクノマセマティカル(E05445)

四半期報告書

13/14



 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年８月10日

株式会社テクノマセマティカル

取締役会　御中

監査法人和宏事務所

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 荒木　正博　　印

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 本宮　伸也　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社テクノマセ
マティカルの平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第12期事業年度の第１四半期会計期間（平成23年４月１日か
ら平成23年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期財務諸
表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に表示
するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任　
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を
表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期
レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分
析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる
監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論　
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる
四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社テクノマセマティカルの平成23年６月30日現在の財政状態及び同日を
もって終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認
められなかった。
　
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期財
務諸表に添付する形で別途保管しております。

　　　　２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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